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国
民
健
康
保
険（
国
保
）は
、

日
ご
ろ
健
康
な
と
き
か
ら
加

入
者
み
ん
な
で
国
民
健
康
保

険
税（
国
保
税
）を
出
し
合
い
、

必
要
な
医
療
費
や
加
入
者
の

健
康
づ
く
り
に
役
立
て
る
も

の
で
す
。

　

今
年
度
の
国
保
税
率
は
、
平
成　
１９

年
中
の
所
得
等
が
確
定
し
た
た
め
、

国
保
会
計
の
財
政
状
況
を
勘
案
し
医

療
費
の
見
込
み
を
再
計
算
す
る
と
と

も
に
、
国
保
財
政
調
整
基
金
の
充
当

な
ど
に
よ
り
被
保
険
者
の
負
担
を
極

力
抑
え
、
表
①
の
よ
う
に
改
正
し
ま

し
た
。

　

今
回
の
改
正
に
は
、
先
月
号
で
も

お
知
ら
せ
し
ま
し
た
よ
う
に
、
今
年

度
か
ら　

歳
以
下
の
す
べ
て
の
医
療

７４

保
険
加
入
者
で
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
を
支
え
る
た
め
、賦
課
区
分
に「
後

期
高
齢
者
支
援
金
分
」
が
追
加
さ
れ

て
い
ま
す
。

　

改
正
に
よ
る
税
率
を
基
に
算
定
し

た
国
保
税
の
納
税
通
知
書
は
、
７
月

　

日
ま
で
に
世
帯
主
あ
て
に
送
付
し

１９ま
す
。

　

納
付
に
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願

い
し
ま
す
。

介護保険分後期高齢者支援金分医療保険分

据え置き改正後改正前改正後改正前

１.７％２.３％―６.４％８.９％所得割率

８,２００円６,８００円―２０,０００円２１,０００円均等割額

４,２００円４,６００円―１４,０００円１９,２００円平等割額

９万円１２万円―４７万円５６万円賦課限度額（年間）

賦課区分

税率等

表① 平成20年度 国保税率

　国保税は世帯単位に課税します。世帯主が後期高齢者医療制度に移行するなど、国保に加入していな

い場合でも納税義務者は世帯主（擬制世帯主）となります。

　国保税の納め方には、納付書や口座振替で納める普通徴収と、年金受給月に年金から天引きされる特

別徴収があります。６５歳以上７５歳未満の被保険者のみで構成される世帯は、原則として世帯主（擬制世

帯主を除く）の年金から国保税が天引きされます。

国保税の納付方法

　新たに特別徴収の対象となる場合、年金天引き開始までにある程度の期間を要し、その間は普通徴収

となりますので、納め忘れのないように口座振替をご利用ください。

　なお、税額や納付方法の変更がある場合は、その都度通知書を送付します。

３月２月１月12 月11 月10 月９月８月７月６月５月４月区　分

―８期７期６期５期４期３期２期１期―――普通徴収

―
本徴収―本徴収―本徴収―仮徴収―仮徴収―仮徴収特別徴収

※普通徴収は月末（１２月は２５日）が納期限（口座振替日）です。ただし、土・日曜日、祝日の場合は翌日となります。

所得割：平成１９年中の所得に応じて算出　　　均等割：加入者一人当たり　　　平等割：一世帯当たり
※介護保険分は、４０歳以上６５歳未満の人が対象
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世
帯
主（
も
し
く
は
世
帯
員
）が
後

期
高
齢
者
医
療
制
度
に
移
行
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
、
国
保
加
入
世
帯
の
税

負
担
が
大
き
く
変
わ
る
こ
と
の
な
い

よ
う
、
次
の
よ
う
な
国
保
税
の
緩
和

措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

①
国
保
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

に
移
行
し
た
こ
と
に
よ
り
、
国
保

加
入
者
が
一
人
と
な
っ
た
場
合
は
、

「
平
等
割
」
を
半
額
と
し
ま
す
。

 

（
最
大
５
年
間
）

②
低
所
得
者
の
軽
減
措
置
は
、
世
帯

の
所
得
と
人
数
に
よ
っ
て
判
定
さ

れ
る
た
め
、
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
に
移
行
し
た
人
も
含
め
て
判
定

し
ま
す
。 

（
最
大
５
年
間
）

③
被
用
者
保
険
か
ら
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
に
移
行
す
る
人
に
扶
養
さ

れ
て
い
た　

歳
以
上
の
国
保
加
入

６５

者
に
は
「
所
得
割
」
を
免
除
し
、

「
均
等
割
」
を
半
額
に
す
る
等
の

減
免
が
あ
り
ま
す
。

 

（
最
大
２
年
間
）

※
③
は
申
請
が
必
要
で
す
。

■
問
い
合
わ
せ　

国
保
税
に
つ
い
て

は
税
務
課
市
民
税
係
（
�
�
０
２
１

４
）、医
療
費
に
つ
い
て
は
保
険
課
健

康
保
険
係
（
�
�
０
２
５
８
）、
資

格
に
つ
い
て
は
市
民
課
戸
籍
住
民
係

（
�
�
０
２
５
２
）

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
創

設
に
伴
う
国
保
税
の
緩
和

措
置

高梁市保健医療福祉計画検討委員会
委員を募集します

　市は充実した保健・医療・福祉施策のため、保健医療福祉計画

策定の準備を進めています。この計画に市民皆さんの意見を反映

させるため、次のとおり高梁市保健医療福祉計画検討委員会の委

員を募集します。

＜募集人員＞　３人

＜応募資格＞　市内在住で、２０歳以上の人

＜応募方法＞

　応募用紙に必要な事項を記入の上、応募してください。

※応募用紙は保険課、各地域局住民福祉課、各地域市民センター

にあります。

＜応募締切＞　８月５日（火）

＜決定方法・通知＞

　応募者多数の場合は選考により決定します。結果は応募者全員

に８月末までにお知らせします。

■問い合わせ　保険課介護保険係（��０２９９）

　市は産学官連携活動事業に役立てるため、「高梁市産学官連携

基金条例」を制定しました。市内外の企業や個人の皆さんの寄付

金と市の積立金を原資として基金とし、地域福祉、教育・文化、

産業振興など産学官連携事業のための助成に活用させていただ

きます。この基金の趣旨をご理解いただき、寄付にご協力くださ

いますようお願いします。

＜寄付の方法＞

①寄付をいただける場合は、まずは電話かEメールで下記へご連

絡ください。市より寄付申出書を送付します。

②寄付金の納付については、市から納付書を送付しますので、最

寄りの金融機関で納付の上、領収書をお受け取りください。

　※寄付金は、所得税の控除対象になります。

＜寄付金の目標額＞

　この基金は１,０００万円を基金額とし、そのうち１００万円を寄付金

の目標額としています。

■問い合わせ　〒７１６－８５０１　高梁市松原通２０４３

　　　　　　　企画課定住促進係（��０２８２）

　　　　　　　Eメール：kikaku@city.takahashi.okayama.jp

産学官連携基金への寄付を
お願いします


